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１Ｅ０３

後期中等教育と高等教育の連携に関する研究

○若月 聡（東京理科大学 東邦大学 日本大学） ※

若月 温美（学校法人船橋学園 東葉高等学校）

１．はじめに

発表者の一人（若月温美）は後期中等教育課程において教育に関わり、もう一人の発表者（若月 聡）

は高等教育課程における複数の場において、教育に関わる。そのため、それぞれが地域的にも近いこと

から、特定人材に対する支援に継続して関わることがある。

年 月 日・中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育の接続の改善について」では、各

段階の教育課程が連携し、継続した系統的な教育・人材育成支援を展開することの重要性を示した。教

育連携の中でもとりわけ、教育の直接現場における継続的・系統的な人材育成支援が重要であることを、

本研究では考察する。

また、各所の関係方とこの間協同して進めてきた研究的取り組みを基に、今後の人材育成取り組みに

ついて一定提案したいと考える。

２．つぎに

発表者らは、千葉県船橋市・習志野市地域の高等学校もしくは大学に教育職として勤務している。

事例の一つとして、昨 年度まで高等学校にて指導機会を得ていた生徒を、今 年度引き続き、

大学にて指導する機会を得た。

大学にて指導機会を得たのは、工学系学部・学科における実験系科目の場であった。

当該学生はその教育取り組みの中で、比較的高い頻度にて指導を求め、実験等実習活動を積極的に遂

行し、週間授業として実習ごとに課されるいわゆる実験レポートといった課題においても、優れた取り

組みをした。また、大学入学前・高等学校在学時においても、大学入学前の事前課題等に積極的に取り

組んだ。

他事例として、発表者らが勤務する当該高等学校と他の大学等においても、中等教育段階から高等教

育段階に、同じ人材に対して連続して教育に関わることが、ままある。

３．おわりに

前述の中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育の接続の改善について」は特に、後期中等教育

（高等学校教育）と高等教育（大学教育等）との接続を強調したが、各段階の教育課程が連携し、継続

した系統的な教育・人材育成支援を展開することの重要性は、人材育成における諸関係方の連携に普遍

化できるものである。

とりわけ、教育の諸現場において、児童・生徒・学生等をはじめとする関係方と直接かかわりながら

の継続的・系統的な人材育成支援が重要である。

※ 若月 聡
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１Ｅ０４

初等教育段階から高等教育にかけての人材育成支援に関する研究

○若月 聡（東京理科大学 東邦大学 日本大学） ※

１．はじめに

発表者は、地域の社会教育機関において外部指導員として、主に天文分野での社会教育活動を支援し

ている。その中で、児童期・幼児期の人材は、自然科学的興味関心の入り口として、天文分野の諸事象

に強い興味関心を示すことを実感している。また、初等教育等に関わる方々ともこのことを共有してい

る。その状況を２－１に示す。

また発表者は、学校教員等を主とする地学教育研究団体において、役員の一人として運営を担当して

いる。その中で、児童・生徒、保護者方、学校教員等と直接交流する機会を得ており、前項と同様のこ

とを実感している。その状況を２－２に示す。

また発表者は、複数の大学機関において、教育の機会を得ており、特に東京理科大学においては、東

京・周辺の３キャンパス（神楽坂、葛飾、野田）において、天文分野を中心にした地球科学科目の教育

を担当している。これらの場において、対象学生等に対し、児童期・幼児期以降の天文的体験を記述形

式で調査した。その結果を２－３に示す。

東京理科大学・神楽坂キャンパス（東京都新宿区） 同・葛飾キャンパス （東京都葛飾区）

発表者は現在、天文教育における全国的な研究組織である天文教育普及研究会の、一般普及分野を担

当する全国役員の一人を務めている。学校教育、社会教育、教育周辺の諸関係方と連携協同しつつ、天

文を主題に、社会に科学的啓蒙を図りつつ、科学に関わる人材育成支援を展開していくことを役割とし

ている。

様々な現場における業務活動を実行しつつ、初等期から中等期・高等期を経て社会に接続する人材育

成取り組みを展開するというあり方を考察する。この間、産業界を含めた様々な場でも、初等期からの

意識的な人材育成支援の重要性が指摘されている。教育機関、研究機関、産業経済・技術団体、社会・

行政・政治関係方との連携協同をつくっていきたい。

※

発表者らはこの間、さまざまな教育連携取り組みに、仕事を含めて参加してきた。それらの中で、個

人、もしくは良く強調した個人らの集まりが、同じ児童・生徒・学生らに継続して関わり、系統的な教

育支援を行うことが有効であることを実感している。

一方、児童・生徒・学生らは、年齢と共に学年が進行し途中で複数の教育課程段階を経る。特に教育

課程段階（小学校、中学校、高等学校、大学・等）が移行したところで、教育場における人的関わりは

じめ諸環境が大きく変わる。

それは時間経過と共に社会において起こりうる当然の変化でもあるので、それと併行しつつ児童・生

徒・学生らおよびそれらの関係方に継続的・系統的に関わり支援する機能を持った支援主体を確立する

ことが、人材育成において有効であると考える。

この支援主体のあり方を今後、具体的に検討・提案していきたい。

現在考える基本的な方向としては、その支援主体は、初等教育から高等教育・社会まで系統的に関わ

ることから、高等教育の場に拠点を置くのが適切と考える。また、各教育課程段階における関係方と相

互支援・協同の関係を形成するものと考える。

この間、産業経済関係方からも、初等教育段階から（小学校段階の児童期から）の意識的な人材育成

取り組みが必要、という指摘が出されている。産業経済団体、産業技術団体、等や行政機関、またそれ

等と関わる政治・社会組織、等と、直接的・日常的な協同関係を形成するといった社会連携も、この支

援主体の取り組みには必要である。

（学校法人船橋学園 東葉高等学校） （日本大学 生産工学部）
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